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今月の特集： 
常識を疑え！　
人事制度
  
１．人事制度の常識
2018年、ノーベル医学生理学賞を受賞した本庶佑教授が、その表彰の記者会見で「常識を疑う」と話していました。多くの方がその記者会見をご覧になり、「常識を疑え」という言葉、そして「教科書に書いてあることも簡単に信じず、自分の目で見て納得すること」という発言にハッとしたのではないでしょうか。

科学者でなくても、私たちは普段の生活の中で常識と思って疑いもせずに信じていることがたくさんあります。そんなとても重要なことに気づかされました。

私は40年以上、人事制度の構築・運用に取り組んできました。その中で様々な常識と言われることを学びました。そして常にそのことを経営者に尋ね、それが決して正しくはないことをたくさん確認してきました。

この「人事制度をつくる」という仕事を通じて、多くの経営者が常識と考えていることは実は正しくないことを、研修やセミナー等で説明してきました。

「常識」と捉えてしまえば思考プロセスを省略することができますが、企業経営にとってはそれが致命的となる場合すらあります。今回はそれを皆さんにご紹介し、少し驚きの気持ちを持って読んでいただきながら、自身が経営者としてどう思うかを改めて考える機会にして頂きたいと思います。
２．疑うべき常識とは
（１）職能資格制度
日本の大手企業のほとんどが職能資格制度を導入しています。これは人事制度を導入する際に決まって一緒に導入される日本の常識的な制度であり、疑っている専門家はほとんどいないと言ってよいでしょう。

専門家ですら今でもこの職能資格制度を日本に必要な制度だと考え、多くの企業のコンサルティングの中で提案をし続け、その構築を指導してきた歴史があります。

職能資格制度の目的は、社員がこの会社での職能を高めて等級を上っていくことにあわせて、それを処遇に反映させることにあります。

ところがこの職能資格制度、場合によっては３か月から半年もの時間を掛けて構築するものでありながら、運用できている会社はほとんどありません。

もっとも、運用できないと断言できる理由の１つは、職能資格制度を勧めているコンサルティング会社や専門家で、自らも導入している会社は１社もないという驚きの事実です。

加えて職能資格制度を導入している会社では、社員からのある質問に答えることができないことにすでに気が付いているでしょう。

職能資格制度は職能等級ごとに要件書がまとめられています。例えば１等級から３等級が一般職層、４等級から６等級が中堅職層、７等級から９等級が管理職層という３つの階層に分かれていたとします。

それを聞いた社員が、「３等級から４等級に昇格するにはどうしたらよいですか？」と質問をしたとします。

職能資格制度を導入した会社では特に、職能給表を一緒に発表していることが多いため、社員は３等級から４等級に昇格したいために聞いているのです。昇格する要件について尋ねたということは「私は一般職層から中堅職層にステップアップしたい。一人前になりたい」と、上司に伝えたということなのです。

ところが部下のその質問に、上司は答えることができません。「私はどうやったら３等級から４等級に昇格できますか？」と聞いてきた部下に対して、上司は「この昇格要件書を読みなさい」と答えるでしょう。

よく読んでも分からなかった部下は「よく読みました。でも分かりません」ともう一度尋ねます。それに対して上司は次のように答えます。「もっとよく読みなさい」。つまり上司もよく分からないのです。

部下が「成長したい」というとても嬉しい話であるのに、上司はその昇格要件を説明してあげることができません。この会社は昇格要件を明確に説明できないため、早晩昇格の可否を昇格試験に委ねようとします。

さらにこの制度を導入して問題となるのは、継続的な運用が難しい点です。職能資格制度を導入するときには、社員にやっている仕事をヒアリングするなどの形で調査が行われます。そうしてつくられた要件書がその時点の調査分析の結果であるとすれば、企業がこれから様々な形で成長発展した場合、要件書は過去のものとなり使えなくなってしまいます。

しかしその時にこの職能資格要件書をつくり変える会社はほとんどないと言っていいでしょう。莫大な時間も費用も掛かり、そんなことを毎年することは到底できないからです。

10年前につくったものを後生大事に持っている会社はありますが、使っていることを形式的に示しているだけで実質的には活用されていません。機能する訳がないのです。

職能資格制度は使えないことに早く気が付いて、これ以外の形で社員の成長を確認する仕組みを構築することを考えなければなりません。
（２）目標管理
目標管理制度を導入している会社は少なくないと考えられます。目標管理制度が何のために行われているのか、その目的を考えれば、当然社員の成長であることは間違いありません。社員の成長は会社の成長、業績の向上に繋がります。

例えば目標管理をするために社員に目標カードに目標を書かせます。そしてそれを実現するために何をしたら良いのかを自分で考えさせます。

高い目標を掲げる優秀な社員は何をしたら良いかをスラスラ書けるでしょう。ところがこれから成長する若い社員には経験がないために、高い目標を掲げても何を行ってその目標を実現したら良いかが分かりません。

そしてそのことで、しばしば上司は部下を叱ります。

「こんなことを書いているようだから君はいつになっても高い成果を上げることができないんだ！」

これは大きな間違いです。部下が何を行って目標を実現したら良いかを書くことができないのは、上司がこの部下に対してしっかりと指導していないことの証です。優秀な上司であれば部下が目標を実現するために何をすれば良いかはっきりと分かっています。

そしてこの目標管理の最も重大な問題は、ほとんどの企業がその評価を目標達成率で行っていることです。

達成率評価であれば、誰しもが分かることがあります。目標は高くない方がよいのです。目標が低い方が達成率が高くなる。これは中学生が分かる話です。そのため社員は決して高い目標を設定することはありません。

なんと、ある企業ではこの問題を解決するために会社全体の目標を各拠点に割り振り、そして社員に一人ひとりに割り振っていました。個人の目標を自分で考えるのではなく、会社から割り振られた数字を個人の目標と称していたのです。

これは「ノルマ管理」と言われるものであり、決して目標管理ではありません。

ノルマという言葉はロシア語であり、旧ソ連が崩壊した原因の１つとなった管理法だと言われています。にもかかわらず、それを民間企業で導入して成功する確率はどれぐらいあるでしょうか。それをもう一度考えなくてはならないでしょう。

そして社員に自分で目標を設定させてそれが実現できなかったとすれば、それはその本人の問題以上に、その目標に対して合意した組織、特に上司に問題があると言えます。

目標達成率が100％ではないことを叱っている上司がいるとすれば、問題はその上司にあると言わなければなりません。社員が目標を達成できないときの最終的な責任は上司にあり、そしてさらに経営者はそのことを責任として感じなければなりません。

なぜなら目標管理は社員を成長させるために行うものであり、立てた目標を実現するために組織的に支援するためのものだからです。

実は、ここには致命的とも言える大きな落とし穴があります。それは、目標達成率によって昇給・賞与を決めている会社は、実はどこにもないことです。

例えば業績評価会議で目標達成率の数字を確認しているならば、まるで達成率が高い社員が髙評価を受けているようにその場では見受けられるかもしれません。しかし今までの経験上、目標達成率が高いからと言って高い賞与を支給した経営者を見たことがありません。

例えば、去年の実績が100のＡ社員と300のＢ社員がいたとします。Ａさんは100を120に、20％アップを目標として設定し、挑戦したとします。Ｂさんは300を同じように20％アップし、360の目標で挑戦したとします。

Ａさんは１年経って120、つまり目標達成率100％の結果でした。Ｂさんは残念ながら330という結果に終わり、目標達成率は100％に届きませんでした。

達成率が高いのは、明らかにＡさんです。そのように会議では説明するでしょう。ではここでクエスチョンです。この場合、ＡさんとＢさんはどちらの賞与が多いでしょうか。

実績120のＡさん、実績330のＢさん、これに万円をつけて120万円と330万円としたら分分かりやすいでしょう。どちらの社員の賞与が多いでしょうか？すべての経営者は「Ｂさん」と答えるでしょう。達成率は、賞与を決めるデータとしては活用されていません。この賞与の決め方が間違っていたら、この会社は存続することはできません。

目標管理は今のままであれば、決して社員を成長させることにはならないことを、改めて知って頂かなければなりません。
（３）初任格付け
一般的な人事制度の書籍の中にある「初任格付け」の項目を見てください。必ず同じように書かれていることがあります。

人事制度は大手企業がモデルだと言っている経営者は数多くいます。しかし、大手企業に今ある人事制度ができるまでには、その規模になるまでの間に様々な人事上の問題を解決し、それを人事制度の中に取り組んできた過程があります。

つまり従業員数１万人の会社の人事制度を従業員数100人の会社が真似をしたとすれば、その人事制度の８割～９割は自社には経験のない、必要のないことが書かれています。

これを過剰品質と言います。あらゆる仕組みは現状の問題を解決するためにあるべきものであり、それ以上でもそれ以下でもありません。つまり大手企業の物真似をした人事制度で成功することはないと断言できます。

初任格付けもその１つです。大手企業の初任格付けは多くの場合、「高卒」「短大卒」「大卒」で入社した新卒社員の最初の等級を次のように格付けしています。高卒を１等級、短大を２等級、大卒を３等級と格付けしています。では、そのように格付けをした理由は何でしょうか。

その格付けの仕方をそのまま真似た経営者に尋ねました。その経営者はこう答えました。

「学歴です」

本当にそうでしょうか。中小企業で学歴で処遇を決めている会社は果たしてどれぐらいあるのでしょうか。

ある経営者はその話をしたら笑ってこう話をされていました。「私は実は高卒です。高卒でもこの規模までお陰様で順調に成長させることができました」

もし、初任格付けを学歴で決めると言った後でよく考えてみたら、自分自身が高卒で経営者をしていたと気が付いたとします。

この会社は高卒であっても経営者になれることを経営者自身がその身をもって証明していたのです。にもかかわらず、学歴で処遇を決めると言ってしまったことで、あたかもこの会社は高卒では経営者になれない会社だと言ってしまったに等しいことが分かります。

これによって、間違ったことをしていたと気が付いた経営者はいいでしょう。しかしそういう質問をされたことのない経営者は、平気で「学歴で処遇を決めている」と言ってしまっています。

これでは高卒の社員は密かにやる気を落としているでしょう。まさか、「学歴で処遇を決めることは不公平だ」と経営者に言うことはできないからです。

高卒で入ってしまった以上、大卒に比べて高い処遇を得ることはできない。つまりこれから先の昇給・賞与も昇進・昇格も、大卒に比べて見劣りするような処遇にしかならないということは想像に難くありません。社員はそう勘違いをするのです。

もっとも学歴で処遇を決めること自体を間違いだと言っている訳ではありません。「わが社は学歴で決める」と発言しても、決して問題はありません。なぜなら大手企業の多くは学歴で処遇を決めているからです。

大切なことは、「我が社は学歴で決めていなかった」にもかかわらず、学歴という言葉を使って処遇を決めようとしていたことに気づいたら変えるということです。人事制度とは、経営者が自分自身の考え方を可視化するものだからです。

どう評価したら良いのか。どう処遇を決めていくのか。それは経営者固有の考え方によって決められるべきであり、それが大手の企業の経営者の考え方に賛同するかどうかはその経営者の考え方次第です。

大手企業のやっている初任格付けが間違いであるかどうか、経営者は考える必要があります。そのため私が成長塾でお手伝いしてきた８割以上の会社の経営者は、高卒も短大卒も大卒も全部１等級と格付けします。

もっとも初任給は違います。初任給はなぜ違うのか。それもまた考える必要があります。

学歴によって違うのか。はたまた違う理由があるのか。それを社員に質問されて、答えなければならないときが必ず来ます。自分の考え方をしっかりまとめない限りは、社員に対して正しいことを伝えることはできません。

そしてそれが社員の成長に大きな影響を与えることを知ってください。
（４）年功序列
日本には年功序列という考え方があります。その場合、先に入社した社員よりも後から入社した社員の処遇の方が高くなることはありません。

賃金、つまり昇給・賞与も昇進・昇格も、基本的には先に入社した社員が先を走り、それを後から入ってきた社員が追っていく形になります。

特に「年功序列型賃金」という賃金がありますが、これは社員の勤続年数が長く・年齢が高くなっていくにつれて年齢給や勤続給そして職能給が増える決め方であり、後から入った社員はどんなに優秀な社員であってもそれを超えることはない賃金制度だということを意味します。

しかし年功序列と言われてその通りにしている経営者はどれぐらいいるでしょうか。

年功序列が悪いということではありません。しかし入社の順番に関係なく、優秀な社員がいれば役職にも抜擢するでしょうし、大きく成長した社員には昇給・賞与をたくさん支給することは十分にあります。

それが経営です。この国の賃金制度は年功序列型からだと言って、その通りにする経営者がすべてではないのです。

あくまでも年功序列が特徴だと言うだけの話であり、日本の経営はすべて年功序列型にしなければならないわけではないことを知っておかなければなりません。

例えば、この年功序列の賃金の１つに年齢給表があります。

経営者は思います。「この社員が入って会社で成長していくことによって、年功がついていく。それを年齢給という形で支給していこう」。

今から40年前の年齢給表は、すべてが当時の定年年齢である55歳まで昇給をしていました。つまり、55歳まで年齢給が増え続けていくことを当時のすべての企業が当たり前のこととして行っていたのです。

ところが、経営者がこの年齢給の支給目的を「生活保障する」という目的に変えた瞬間に、年齢給を昇給する年数は、全く違ったものになっていきます。

例えば、自社では高卒18歳で入った社員は、標準昇格年数10年で一般職層から中堅職層にステップアップし卒業することが明確であれば、この高卒社員に対する年齢給の昇給は、わずか10年間で良いことになります。

なぜなら10年かけて一人前になり中堅職にステップアップした社員は、その後は組織貢献をしながら世の中に大きな貢献をして活躍していくことになります。

そのためその後の昇給は、生活保障という意味での年齢給での昇給ではなく、「あなたの成長に伴って支給する」という意味の成長給での昇給に変わって行くのです。

最初から賃金表がない会社であれば、このような考え方を持っている経営者はたくさんいるのではないでしょうか。

自分がどう賃金を支給したいかは、決して本に書かれていることに右へならえをするのではなく、「私は私の考え方」で支給しているのだと理解しなければなりません。

様々な社員が経営者に質問するでしょう。「私は賃金をどうやって増やしたら良いのでしょうか」。これは聞くことが当たり前だと考えて欲しいのです。

それに答えるのは経営者です。「本を読め」では答えにはなりません。経営者は自分の考えを自分で表すことがとても重要です。

年功序列かどうか、それはどういう考え方なのか。それを学ぶことはもちろん有意義なことです。しかし本当に大切なのは、それを踏まえた上で、それでは私は年齢給や勤続給をどう考えて支給するのか、何年支給するのか。それを自分自身で一から考える必要があります。
（５）残業時間の削減
政府は「36（サブロク）協定」があっても、年間の残業時間を720時間までに制限するとしました。

日本は労働力不足であり、その不足した部分を残業で補うというのが今までの考え方でしたが、それは大きな時代の流れによる法律の制約によって不可能になりました。

もちろんこれから先も、政府の考え方を伝えるために労働時間の問題は大きなテーマとしてマスコミ上に取り上げられこともあるでしょう。違反をした企業の摘発も、これからも行われていくと推察されます。

しかし企業は仕事があって労働している以上、仕事量が増えたら残業でそれを補うことが必要になります。この問題は、その一方の面である残業時間の短縮だけを考えてはいけません。

しかし最近の傾向で、成長シートの期待成果の１つに「残業時間の削減」と入れる経営者が増えてきました。私はその経営者に対して、その考え方が間違いであると指摘しなければならないことが増えてきました。「残業時間の短縮」。この発言を、経営者は決してしてはいけないのです。優秀な社員は、決して残業の少ない社員だけではないのです。

この時代の流れに適応し、残業問題を解決していくためには、優秀な社員は生産性の高い社員であると言わなければなりません。また、生産性の高い根拠を言わなければなりません。

例えば、小売業や飲食レストラン業で使う生産性指標に人時生産性があります。これは粗利益を総労働時間で割って算出します。

もし残業をしたとしても、その残業時間に見合うだけの付加価値、つまり粗利益を稼ぎ出すことができれば、その残業によって生産性が悪化しないことが分かります。

生産性を上げるためには現場の社員には２つの方向性で考えてもらわなければなりません。１つは粗利益を増やすこと。どのように粗利益を増やすかを常に考えながら、そしてそれと同時に２つ目のどのように労働時間を少なくするかを考えるのです。

つまり、どのようにしてより短い時間でより高い成果を生み出すか、そのように現場の社員が考えるようになります。

生産性の向上は、経営者がいくら旗を振ったとしても実際に実行するのは現場の社員です。

その現場の社員が、毎日例えばこの人時生産性を見ながら、「昨日と比べて100円高まった！」「200円下がった……」と様々な数字の変化を見て、今日の現場の仕事がその生産性にどう影響するかを知り、自ら学ぶことになるのです。

現場の社員はとても優秀です。日々変化する数字を見ながら、生産性が高かったときには「そうか！このような改善をすると生産性が上がるのか！」と確認し、「では明日はもっと高い生産性を実現しよう！」とさらなる工夫や改善に取り組みます。

私たちはその工夫改善を大いに褒め、認め、そしてその生産性の高いやり方を可視化し、その日の内に全組織に共有化しなければなりません。私たちの仕事は、現場の優れたやり方をできるだけ早く！　可能であれば毎日！　すべての社員に共有化することです。そしてそれを聞いた社員、または拠点長がそのやり方を真似ていくことになります。

もっともそれに全社員が同時に取り組むことはありません。いつもの通り、組織原則２：６：２の上の２割の社員からまずそれに取り組み、そして真ん中６割の社員がその結果を見て取り組むようになり、そして最後に下の２割がそこについていく形で段階的に取り組んでいくことになります。

生産性を高めることは、これからの日本においてとても重要なことです。

短い時間で高い成果を上げることのできる生産性の高い社員こそが最も優秀であると、成長シートの中で言い切らなければならない時代になったと考えてください。

ただし、そうやって今の組織を生産性の高い組織にすることができたらその時には、大いに企業利益が高まっていることになるでしょう。

それはそうです。販売費及び一般管理の中で最も高い経費である人件費には、当然残業代も含まれます。この人件費を減らしながら粗利を増やすことができる組織がいかに経常利益・当期利益を増やすことになるか、想像に難くないでしょう。

現場の社員が常に楽しみながら生産性の向上に取り組み、その結果として会社の業績が良くなるという関係性を確認できた以上、経営者は大いに成長シートを使ってこの生産性を高める運動を組織全体で取り組まなければならない時代になりました。
（６）コンピテンシー評価
人事関連書籍にはコンピテンシーを薦めるものが多くあります。コンピテンシーとは、高業績を上げる社員の行動特性という意味です。

この考え方はアメリカから入ってきたものであり、注目している経営者がいるのも確かだと言えます。

この考え方の根底にあるのは、「社員は考えない」です。考えない社員に自分で成果を上げさせようと思っても無理なので、「じゃあ優秀な社員のやっていることを優秀でない社員に上から強制的に押し付けてやらせよう」ということです。

それを「学び」と称する場合もありますが、それ以上のことを望むことはしません。

日本ではコンピテンシーという考え方は役に立たないと私は断言します。

小さな魚屋が、人時生産性2,600円の当時から、人時生産性5,600円という日本一の数字を実現できたほどまでになった理由は、私が優秀だったのではなく、そして経営者・経営幹部が優秀であった以上に、現場の社員が優秀だったからです。
現場の社員は常に生産性を高める優れたやり方を、現場で工夫改善してきました。決して入社当時に優秀と言われたわけではない社員たちが、毎日のように昨日と人時生産性を比べ、工夫改善を繰り返し、そして新しいことに取り組んできました。

この日本一となる数字を実現した背景には、上司が部下にそのやり方を押し付けるのではなく、現場の社員自らがそのことを常に考え、笑顔で楽しみながら工夫改善していた結果と言えます。ここに、やりがいが生まれます。

上司が優秀な社員のやり方を一方的に押し付けてやるやり方では、ゴールはそこでお終いでありそれ以上のことを求めることはできません。

一方で、社員に次から次と工夫改善をさせることを認めること。いや、むしろそれができると信じて取り組ませること、果たしてどちらが高い成果を上げ続けることになるでしょうか。

どちらが正しいかは、どちらがより高い成果を上げたか、結論はそこに出ます。

経営は実践です。コンピテンシー評価をしている会社で、社員が笑顔で楽しく、ますます成長しよう取り組んでいる組織があるのであれば、私は否定することはできません。経営は、現場の社員の成長がすべてだからです。

私は前の勤務先に大卒１号として入社しました。経営者は優秀であると喜んでくれましたが、私は現場の社員の人たちがとても優秀であり、素晴らしい社員であることを現場でしっかりと確認しました。

だからこそ当時の大手の小売業でも実現できなかったこの人時生産性5,600円という数字を実現できる組織になったのです。

アメリカから入ってきた考え方は正しいと、表面上のことだけで拡大解釈をしないことです。

必ず、その考え方で本当に社員を元気に楽しく優秀にすることができるのか。そして社員が飛躍的な成長をして幸せな社員になっていくのか。現場で確認をしてください。

そしてもしもそれがそうであったのならば、そのままその考え方で経営をすればよいでしょう。しかしそうでないとすれば、直ぐにそれを改めなければなりません。

その決断をするのが経営者であることを、常に忘れないでもらいたいと思います。

2019年1月25日





Vol.149





新･人事制度研究会ニュースレター





©2019 ENTOENTO Co. Ltd. All Rights Reserved.











― 11 ―

　ニュースレター Vol.149

